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小山市教育委員会 

１ 目的 

（１）生徒のスポーツ・文化活動における多様なニーズに応える。 

（２）生徒数の減少に伴う学校の小規模化、指導者不足等の課題の解消を図る。 

（３）各学校における適正な部員数の確保及び指導者配置の安定化を図り、持続可能な部活

動設置及び段階的な地域展開を目指す。 

（４）学校、地域、保護者等と連携した地域クラブ活動の推進につなげる。 

 

２ 実施について 

（１）運動部又は文化部活動（以下「部活動」という。）に参加を希望する生徒の在籍校に

希望する部活動がない場合に、当該生徒を市内の拠点となる中学校・義務教育学校が

受け入れるものである。 

（２）生徒が希望する部活動に参加できる救済措置であり、勝利至上主義を目的とするもの

ではない。 

（３）在籍校の学校長は、拠点校部活動を実施する拠点校については、市内の隣接中学校・

義務教育学校と実施する等、生徒の安全面（移動手段、移動距離等）を考慮して申請

するものとする。 

 

３ 事業主体及び実施主体 

（１）事業主体：小山市教育委員会 

（２）実施主体：小山市立中学校・義務教育学校 

 

４ 実施申請及び承諾 

（１）在籍校の学校長は、拠点校の学校長に「拠点校部活動実施申請書（様式第１号）」を

提出する。 

（２）拠点校の学校長は、在籍校の学校長の申請に基づき、拠点校部活動の実施を承諾する

ときは、小山市教育委員会教育長（以下「教育長」という。）及び在籍校の学校長に「実

施承諾書（様式第２号）」を、教育長に「拠点校部活動実施申請書（様式第３号）」を

提出する。 

（３）教育長は、在籍校及び拠点校の申請等に基づき、拠点校部活動の実施を決定するとき

は、「拠点校部活動実施決定書（様式第４号）」を拠点校及び在籍校の学校長に送付す

る。 

（４）教育委員会事務局は、下都賀地区学校体育連盟に運動部活動に係る「拠点校部活動実

施決定書」の写しを、下都賀地区中学校文化連盟に文化部活動に係る「拠点校部活動

実施決定書」の写しを送付する。 



５ 実施期間 

原則として、１年度単位とする。（継続可） 

 

６ 生徒が拠点校部活動に参加できる条件 

（１）在籍校に希望する部活動が設置されていないこと。 

（２）保護者は、在籍校の学校長に「参加申込書兼保護者同意書（様式第５号）」を提出す

ること。 

（３）在籍校から拠点校への移動方法は、各学校間で適した移動手段（保護者等の送迎、デ

マンド交通、市内路線バス、タクシー、自転車等）を用いること。なお、移動費用は

自己負担とする。 

 

７ 拠点校部活動の参加について 

（１）生徒は、拠点校の部活動方針（活動日、大会参加等）、規約等に従い活動すると 

ともに、活動中は拠点校の生活指導に従うこと。 

（２）部活動を休むときは、原則として生徒又は保護者が拠点校の部活動顧問に連絡するこ

と。 

（３）在籍校の学習活動、行事等の日程が、拠点校の部活動と重なった場合は、原則として

在籍校の活動を優先すること。 

（４）在籍校での部活動参加については、在籍校の部活動顧問及び拠点校の承認を得ること。 

（５）生徒又は保護者が拠点校の部活動方針、規約等に従わない場合には、拠点校の学校長

が拠点校部活動への参加を取りやめることができる。 

 

８ 大会等の参加について 

（１）大会等への参加に当たっては、主催者が定める大会要項等に従うこと。 

（２）大会等への参加に当たっての事務は、拠点校が行うこと。 

 

９ 事故への対応について 

（１）拠点校部活動における事故対応、生徒指導等については、原則として拠点校が行 

い、必要に応じ在籍校と連携して対応する。 

（２）活動中の事故等に関する独立行政法人日本スポーツ振興センターへの請求手続等 

は、在籍校が行う。 

 

10 その他 

（１）拠点校は、生徒及び保護者に拠点校部活動の活動内容等について、可能な限り周知す

る。 

（２）活動時間が１時間を確保できないとき（冬季期間等）は、拠点校の部活動顧問と在籍

校の拠点校部活動の担当者とが活動内容について協議し決定する。 

（３）その他拠点校部活動の実施に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 


